






































































































































































































































































































































































2016 年調査では、2010 年では策定している議会の割合として 8％であったが、2016 年に
おいて 51％と半数の議会で策定されている23。他にも、自治体議会改革フォーラムの調査





に関する実態調査 2016 調査結果概要」より筆者作成） 
 しかし、これだけ議会基本条例が全国の地方議会に波及しているが、実効性のともなわ
ない基本条例も少なくないということも十分に考えられるのである。本来、議会基本条例
                                                  
21 神原勝・江藤俊昭・廣瀬克哉・中尾修『議会改革はどこまですすんだか―改革 8 年の検
証と展望』公人の友社、2015 年。 
22 東京財団政策研究「議会基本条例「東京財団モデル」普及度合いの検証」2011 年 3 月. 
http://www.tkfd.or.jp/files/doc/2010-14.pdf (2017 年 10 月 30 日現在)。 
23 早稲田大学マニフェスト研究所 HP「議会改革度調査 2016」
http://www.maniken.jp/gikai/2016_kihonjorei.pdf（2017 年 10 月 30 日現在）。 
24 長野基「条例分析 2015 年制定の議会基本条例に見る議会改革の動向」廣瀬克哉・自治














































































































































































































































































































































1．条例制定・修正 △ △ △ △ 〇
2．行政監視・透明化 〇 〇 △ △ △
3．討議機能 〇 〇 △ 〇 △
4．議員定数・報酬 × × △ △ 〇
5．事務局機能 △ △ △ △ △
























































































































東京財団政策研究「議会基本条例「東京財団モデル」普及度合いの検証」2011年 3 月. 
http://www.tkfd.or.jp/files/doc/2010-14.pdf（2017年10月30日現在）。
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